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高齢者運転免許証自主返納者
報償30万円を予算化

　
総
務
厚
生
常
任
委
員
会

●
平
成
30
年
度
大
崎
町
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

◇
高
齢
者
運
転
免
許
証
自
主
返
納
者
報
償
（
30
万
円
）

質
：
自
主
返
納
の
対
象
年
齢
と
平
均
年
齢
は
何
歳
か
。

答�

：
本
町
で
は
75
歳
以
上
を
対
象
と
し
，
一
人
当
た
り
一
万
円
を
助
成

し
て
い
る
。
対
象
者
の
平
均
年
齢
は
82 

・
３
歳
で
あ
る
。

質�
：
近
隣
市
町
で
は
，
タ
ク
シ
ー
チ
ケ
ッ
ト
を
支
給
し
て
い
る
と
こ
ろ

も
あ
る
が
，
町
内
で
使
え
る
商
品
券
等
を
支
給
す
る
考
え
は
な
い
か
。

答�

：
本
町
の
場
合
は
，
運
転
経
歴
証
明
書
等
の
発
行
手
数
料
及
び
写
真

が
必
要
に
な
る
こ
と
か
ら
，
そ
の
費
用
を
補
う
た
め
現
金
を
支
給
す
る

こ
と
に
な
っ
た
。

◇
産
地
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業
補
助
金
（
８
５
７
万
５
千
円
）

質�

：
事
業
を
導
入
す
る
農
業
生
産
法
人
の
対
象
品
目
の
販
売
先
，
又
は
，

成
果
目
標
で
10
ア
ー
ル
当
た
り
の
収
入
額
が
増
加
す
る
要
因
は
何
か
。

答�

：
対
象
の
農
業
生
産
法
人
に
つ
い
て
は
，
東
海
方
面
の
市
場
に
出
荷

す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
，
収
入
額
に
つ
い
て
は
，
販
売
額
を

10
％
以
上
増
加
さ
せ
る
こ
と
が
，
事
業
の
条
件
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
，
収
量
等
を
改
善
す
る
こ
と
で
目
標
を
達
成
す
る
。

●
陳
情
を
採
択
す
べ
き
も
の
と
意
見
が
一
致

生
産
性
向
上
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
導
入
促
進
基
本
計
画
の
策
定
及
び
固

定
資
産
税
の
特
例
措
置
に
つ
い
て

　

本
陳
情
の
要
旨
は
，
本
町
の
中
小
企
業
の
生
産
性
向
上
を
支
援
し
，
地

元
商
工
業
の
発
展
と
地
域
経
済
の
活
性
化
を
は
か
る
た
め
，
左
記
事
項
に

つ
い
て
陳
情
さ
れ
た
も
の
で
す
。

6 月定例会で付託された議案の審議内容（抜粋）

１�　
「
生
産
性
向
上
特
別
措
置
法
」
に
基
づ
く
「
導
入
促
進
基
本
計
画
」

を
策
定
す
る
よ
う
執
行
部
に
働
き
か
け
る
こ
と
。

２�　

右
記
１
に
基
づ
き
「
先
端
設
備
等
導
入
計
画
」
の
認
定
を
受
け
た
設

備
投
資
に
つ
い
て
固
定
資
産
税
の
特
例
率
を
ゼ
ロ
と
す
る
条
例
を
制
定

す
る
こ
と
。

　
文
教
経
済
常
任
委
員
会

●
陳
情
を
採
択
す
べ
き
も
の
と
意
見
が
一
致

教
職
員
定
数
改
善
と
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
２
分
の
１
復
元
、
複
式

学
級
解
消
を
は
か
る
た
め
の
、
２
０
１
９
年
度
政
府
予
算
に
係
る
意
見
書

採
択
の
要
請
に
つ
い
て

　

本
陳
情
の
要
旨
は
，
義
務
教
育
費
の
国
庫
負
担
割
合
を
２
分
の
１
に
復

元
す
る
こ
と
に
よ
り
，
教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を
は
か
る

こ
と
や
，
教
職
員
定
数
改
善
及
び
学
校
の
統
廃
合
に
よ
ら
な
い
複
式
学
級

の
解
消
に
向
け
た
適
切
な
措
置
等
に
よ
っ
て
，
教
育
の
内
容
や
環
境
の
改

善
を
求
め
る
内
容
で
あ
り
，
左
記
事
項
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
国
の
関
係
機

関
へ
の
意
見
書
提
出
を
陳
情
さ
れ
た
も
の
で
す
。

１�　

子
ど
も
た
ち
の
教
育
環
境
改
善
，
教
職
員
の
長
時
間
労
働
改
善
の
た

め
に
，
計
画
的
な
教
職
員
定
数
改
善
を
す
る
こ
と
。

２�　

教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を
は
か
る
た
め
，
義
務
教
育

費
国
庫
負
担
制
度
の
負
担
割
合
を
２
分
の
１
に
復
元
す
る
こ
と
。

３�　

離
島
・
山
間
部
の
多
い
鹿
児
島
県
に
お
い
て
教
育
の
機
会
均
等
を
保

障
す
る
た
め
，
国
の
学
級
編
成
基
準
を
改
め
て
，
学
校
統
廃
合
に
よ
ら

な
い
複
式
学
級
の
解
消
に
向
け
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

●
意
見
書（
案
）を
６
月
21
日
の
本
会
議
に
提
出

　

右
記
陳
情
の
要
旨
に
記
載
さ
れ
て
い
る
第
１
項
か
ら
第
３
項
の
要
望
事

項
を
記
載
し
た
意
見
書
（
案
）
を
、
６
月
21
日
の
本
会
議
に
提
出
し
た
。


